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代表質問代表質問

子育て支援策
（給食費、医療費、住宅）

市内全域を対象とした
乗合タクシーの導入検討を

市民が大牟田市の未来に希望の光を感じることができる４年間を

どを目指す。

　　　　約20

年前の動物園

存続運動で中

心となったの

は、子育て、孫

育ての世代だ

った。動物福

祉や種の保全

も大切なこと

だが、この大牟田市で動物園

を持つ意義は、子供たちのた

めであるということを基本コ

ンセプトに反映させてほしい。

 

　　給食費についての補助は、

財源がある今年度までという

ことだが、来年度以降につい

てはどう考えているか。

　　物価の状況や国の支援等

を注視し、本市の財政状況を

考慮しながら、引き続き検討

していきたい。

　　　　なかなか元には戻し

にくいのではないか。中学校

のみを無償化することも含め、

来年度に向けて検討を。

　　医療費についても、近隣

自治体の動向を考えると今以

上の取組が求められていると

思うがどうか。

　　今後必要となる財源など

　　本市の将来人口展望では、

2030 年に９万 9,210 人という

数字が出ているが、10 万人と

いう数字をどう考えるか。

　　10万人という人口規模に

ついては、今後も維持してい

く必要があり、三つのまちづ

くりにしっかり取り組むこと

により、定住人口や交流人口

の増加を目指したい。

　　　　次期総合計画の10年

間は、人口10万人維持を目標

とし、行政、医療、介護、高

等教育、買物、飲食、娯楽な

どの都市機能を維持するため

の施策を実施してほしい。

　　約 30 年ぶりの大改修のた

め期待しているが、動物園整

備基本計画の策定に当たり、

今後のビジョン・方向性は。

　　動物福祉と命の大切さを

伝え、市民の憩いの場の提供、

さらには、繁殖を行いながら

種の保全を行っていくことや、

市の主要な観光施設として来

園者に楽しんでもらうことな

を総合的に判断しながら、さ

らなる制度の充実に向けて検

討を行いたい。

　　　　近隣市町と行政サー

ビスの差がついてきているの

で、市民の理解が得られると

ころを模索してほしい。

　　本市でも、空き家を購入

した子育て世帯が改修を行う

際、補助金をつけ、空き家の

流通を促すと同時に、子育て

世代のマイホーム取得を支援

する制度を導入してはどうか。

　　県事業の既存住宅流通・

多世代居住リノベーション推

進事業の活用を子育て世代に

御案内しているところだが、

他自治体が実施する子育て世

代の住宅支援について、事業

の内容やその効果等について

調査・検証を行い、必要な施

策について検討したい。

　　バスの減便や補助路線が

増える一方、バス停まで行く

のが大変だといった声も多く

聞かれる。荒尾市で実施され

ているような、市内全域を対

象とした乗合タクシーを活用

した本市の公共交通の計画を

検討してはどうか。

　　高齢者等の移動手段の確

保は重要な課題と捉えており、

その解決には福祉的な要素も

必要である。そのため、他都

市の取組も参考に、市全体と

してどのような取組が効果的

なのか、庁内の関係課長で構

成する地域交通のあり方検討

委員会で検討したい。
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高齢者運転免許証
自主返納支援事業

次期総合計画の10年間は、
人口10万人を維持する目標を

動物園の今後の方向性や整備は、
子供たちの喜びや育ちを大切に

まちづくりに向けた令和５年度の重点施策は

に庁舎整備・

組織改革推進

室、デジタル

行政推進室、

流域治水推進

室などを設置

している。

　このような

組織機構の見

直しを行う目

的と今後の方向性は。

　　機構改革は、まちづくり

総合プランに掲げる施策の推

進とその実現に向け、効率的

かつ効果的な行政運営の観点

や災害等の緊急事態にも柔軟

に対応できるよう、その時々

の社会情勢や市民ニーズに応

じて必要とされる体制等の見

直しを行ってきた。

　今 後 も 人 口 減 少 や 少 子 高

齢化が進む中で、効率的・効

果的な行政運営が図られるよ

う、計画的な職員数の確保と

併せて、必要に応じて組織機

構の見直しを行っていきたい。

　　高齢者運転免許証自主返

納事業の背景には、全国各地

で高齢ドライバーによる重大

事故が多発していることが挙

げられる。老化による判断力

や運動機能の低下による事故

が目立ち、警察や自治体は高

齢者に対して、運転免許証の

自主返納を促している。

　本事業の状況と効果は。

　　高齢者の運転による交通

事故防止対策として、平成 29

年度より高齢者の運転免許証

　　市長就任から、新型コロ

ナウイルス感染症対策や令和

２年７月豪雨災害への対応等

に重点的に取り組み、感染症

対策の実施や災害復旧・復興

など、一定の目途が立った。

　今年度は、市長が目指すま

ちづくりに向けた施策の展開

を図る年となるが、令和５年

度の重点施策は。

　　災害に強いまちづくり、

感染症対策及び地域経済の活

性化に加え、各施策にしっか

りと取り組むことで、市民が

安心・安全に生活ができ、市

内外の方にとって魅力的なま

ちづくりを全力で進める。

　　大牟田市第６次総合計画

まちづくり総合プランに掲げ

る施策の推進とその実現に向

けて、組織の見直しが行われ

ている。例えば、令和２年７

月豪雨災害発生後に災害復旧

対策室を設置、令和３年度に

市長直下の組織として防災危

機管理室の設置、令和４年度

の自主返納事業を実施してい

る。高齢者が関係する交通事

故件数は、平成 30 年までは増

減を繰り返していたが、令和

元年からは減少が続いており、

本事業の効果もあったものと

考えている。

　　自主返納者に配付するＩ

Ｃカード、タクシー利用券の

うち、タクシー利用券は年度

末までの有効期限が設定され

ている。

　有効期限があることから、

年度の後半に申請を考えてい

る高齢者は、ちゅうちょして

しまう可能性もある。タクシ

ー利用券の使い勝手をよりよ

くすることはできないか。

　　皆様から御意見があって

いる。使い勝手のよいタクシ

ー利用券となるよう、交付方

法や利用期間など検討を行う。

　　大川市では、電動シニア

カーや電動三輪車の購入費補

助が行われている。こうした

補助制度の導入などにより、

事業の充実を図れないか。

　　御提案の購入補助制度に

ついては、関係部局と連携を

図りながら、先進自治体の取

組を調査・研究していきたい。

　　　　運転免許証の自主返

納後の高齢者が、自由に動け

る環境の整備を強く要望する。
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市長が目指す令和５年度の
特徴的な重点施策

組織機構見直しの目的と
今後の方向性

※IC カードとタクシー利用券
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